	タクシー業


　営業収入は長短期とも減少趨勢だが、1日1車当たり営業収入は、タクシー適正化･活性化法（平成21年）の減車効果により、22年度以降は微増している。景気低迷期の需要減が現在も続き、景況が十分に回復しない中で、営業収入の増加は限定的との見方が大半で、法人より個人の需要開拓に注力する業者が多い。
　新たな需要開拓に向けた取組では、接遇水準の向上、スマートフォン配車による利便性の向上、病院送迎や買物支援サービスなどの近距離輸送にきめ細かく対応することにより、若者、高齢者、地域住民などの潜在的な需要を引き出す努力をしている業者が多い。
業界概要

タクシー業は、道路運送法の「一般乗用旅客自動車運送業（一個の契約により乗車定員10人以下の自動車を貸し切って旅客を運送する事業）」に該当し、営業形態によりタクシーとハイヤーに分類される。タクシーが、流し、無線、車庫（営業所）待ちであるのに対し、より高品質なサービスを提供するハイヤーは車庫（営業所）待ちに限定され、車両数では圧倒的にタクシーが多い（97％／一般社団法人大阪タクシー協会資料）。
業者は、法人等と個人に分類でき、法人等は未経験者や転職者を含む複数名を雇用するが、個人タクシーの乗務員は、法人等で10年以上の運転経歴を持ち、年齢、法令順守の状況、資金計画等の審査基準を満たした者でなければならず、新規許可または譲渡譲受によって業者になることができる。
事業経営及び運賃は、国土交通大臣の許可を受ける必要があり、運賃の基本は、ブロック別の自動認可運賃に基づく距離制である。大阪地区の初乗運賃（中型車）は、法人車両の88％が、9年4月に実施された自動認可運賃640～660円（2.0km）を採用しているが、500円までのさらに低い運賃を採用する業者もあり、多様な運賃設定は、大阪のタクシー業界の特徴である。このほか、時間距離併用制、時間制、定額制のほか、各種の割引や割増の運賃がある。なお、ハイヤーの運賃体系は、タクシーとは別建てである。
大正元年に誕生したタクシーは、24年に100周年を迎え、公共交通機関として生活に密着している。現在、緊急通報支援、買物等の同行･代行、運転代行などのサービスを付加するケースのほか、「福祉」、「介護」、「子育て」、「観光」、「ジャンボ」、「お手伝い」などを標榜するタクシーがみられ、タクシーの種類やサービスの内容は多様化している。
規制が業況に大きく影響
　業界では、道路運送法に基づく総量規制･需給調整（ボトルキャップ規制）が行われてきたが、14年2月の規制緩和（改正道路運送法施行）後は、事業参入や増車が免許･認可制から許可制に移行した。車両や車庫等のリースによる営業も可能となり、運賃規制も弾力化され、業者や車両が増加し過当競争を招いた。このため、21年に「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（タクシー適正化･活性化法）」が制定･施行され、供給過剰地域の協議会が、事業経営の活性化、運転者の労働環境の改善などの事業再構築、適正車両数への減車等に取り組むことが規定された。21年度以降の実働率（車の稼働状況）と実車率（走行距離のうち旅客を乗せて走行した割合）は、減車効果で上昇しているが、ピーク時より各々10％程度低い水準にとどまっている。
　現状は、過当競争の影響が改善されつつあるとはいえ、運転者の労働条件や所得の改善に向けて、自民、公明、民主の3党が、タクシー適正化･活性化法等改正案で合意し、今後、減車を含む供給削減を義務化する見直しが進められているような状況である。
大阪の地位

24年3月末の業者数は、法人等1,107（対全国比7.5％）、個人（1人1車制）3,747（対全国比9.2％）で、法人等の車両数は16,549（対全国比8.0％）である（人口50万人以上の都市を含む営業区域の最低車両数は10両で、大阪市域は10両以上、その他は5両以上）。全体では、業者4,854（対全国比8.8％）、車両数20,296（8.2％）で、法人等が、業者総数の23％、車両総数の82％を占める（国土交通省）。規制緩和後の15年度以降、法人業者と車両数ともに増えたが、21年度のタクシー適正化・活性化法施行以降は、業者が増える一方、車両数は減少している。個人タクシーは8年のピークから約25％減少している。
大都市圏に集中する業界であるため、業者数、車両数とも東京都の占有率が最も高く、それぞれ全国の31％、21％を占め、大阪府は二番目の地位にある。
景気動向は全般的に低迷
大阪府内の法人タクシーの需要動向を示す総実車キロ（旅客を乗せて走行した距離）は、長期的に減少傾向を示し、タクシー適正化・活性化法が施行された21年度以降は、景気低迷と減車の影響で大きく減少している。24年度の実績は、大阪府下3億5,500万km、大阪市域（大阪、堺、東大阪、八尾の各市）2億9,600万kmで、3年度に比べると約半減し、需要全体は大きく減少している。近年の実車率（実車キロ/走行キロ）は、輸送効率の良否の目安である50％を下回る41～42％にとどまり、需給バランスは良いとはいえない。
営業収入のピークは、3年度の2,136億円で、20年度の1,435億円から21年度に1,298億円に大きく減少した後、24年度は1,207億円となっている。平均客単価は1,000～2,500円程度と低下している。輸送人員は、営業収入ほどの落ち込みではないが、21年度以降は、それまでの1億3千万人超から1億1～2千万人規模に減少している。このように、景気動向を示す数値は長短期とも減少趨勢にあるが、規制緩和後に業者が増加し撤退する業者は少ないため、過当競争の環境下で、各社の営業収入は減少している。ただし、1日1車当たり営業収入は、タクシー適正化・活性化法の減車効果により、3万円弱の低水準にとどまるものの、22年度以降わずかながら増加している。
直近の7～9月期には、好転の兆しがみられ、酷暑による利用者増や大手企業のハイヤーの予約増もみられたが、全般的な動きには至らず、限定的である。

大阪府内の個人タクシーの動向についても法人と同様の傾向であるが、実車率、1日1車当たり営業収入は、法人等よりやや低い水準で推移している。
収益や運転者の確保が課題

課題は、第一に、減車効果により1日1車当たり営業収入が増加しているとはいえ、総体的な需要の伸び悩みと過当競争の傾向が続いているため、各社とも収益を確保することである。また、燃料（液化石油ガス＝LPG）費の高止まりや恒常的に行われる車両代替に伴う投資等の負担も決して小さくはない。このため、投資では、車両代替を長期化し、6年もしくは60万km程度まで見合わせるケースが増えている。
第二に、運転者の高齢化と人材確保の困難性である。24年度末の運転者の平均年齢は、14年度の規制緩和後に比べると約5歳上昇し、法人等で60歳、個人タクシーで65歳となり（公益財団法人大阪タクシーセンター資料）、中長期的には運転者の不足が懸念される。しかし、運転者の賃金は歩合給が中心で、24年の年間賃金推計額279万円（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）が、全産業の年間賃金推計額542万円を下回るため、生活基盤の確立において十分とはいえず、若年層を含む人材の確保は困難である。さらに、景気回復期には求職者が減る傾向がみられるため、接遇水準の向上を図りたい業者にとって、今後、良質な運転者を確保することが困難になることも考えられる。
業況の向上に向けた取組
　業況の改善は、景気回復に遅行する特徴がみられるため、景気回復を背景とする従来の利用客の回帰･維持に加え、新たな利用客を開拓する必要がある。各業者は、利用客層を広げるため、安全性、利便性、環境配慮などの付加価値を高める取組に着手している。
安全性では、アルコール検知器、ドライブレコーダー、防犯仕切り板、防犯ガラス、緊急通報システムの導入などが定着してきている。また、大阪独自の取組として、運転者の運転資質や健康面の質の確保・向上につとめ、65歳以上の運転者に年1回の適齢適性診断等を受講させる業者を認定する「タクシー運転者のクオリティアップと高齢者対策」が8月5日より実施されている（大阪府タクシー特定地域合同協議会）。このほか、ISO9001（品質）やISO39001（道路交通安全）のマネジメントシステムを認証取得する業者もいる。
　利便性では、AVM（車両位置等自動表示）システム（GPS含む）やGPS配車システム、スマートフォンで予約･配車できるシステム、電子マネー決裁などを導入する業者がある。中長期的な視点では、東京五輪開催時の外国人観光客に対する接客サービスの向上に向けて、英語、韓国語、中国語の講習会に運転者を派遣したり、複数の業者で協同組合を設立するケースもみられる。
環境配慮では、LPG（液化天然ガス）車が主流である中、ハイブリッドカーも一部にみられる。ただし、電気自動車は走行距離面の限界が課題となっている。
今後の見通し

市場が縮小する現状において、8％への消費税増税に伴う運賃の改定には慎重な業者が多く、業界でも価格転嫁するかどうかは定まっていない。
業界各社の多くは、増税等もあり需要全体の大きな伸びを期待しにくいと考えており、減車による適正化に加え活性化に取り組み始めている。例えば、少子高齢社会における、高齢者等の病院送迎や若者を含む自家用車非所有者などの比較的短距離の移動における利用者増に期待をつなぎ、法人より個人需要の取り込みに注力する業者が多い。そのため、安全で良質な接遇を提供し、既存の利用客の維持に加えて、新規利用客の獲得に取り組むことが大きな流れになっている。
（天野　敏昭）
	大阪府内のタクシー事業者数及び車両数
（各年度3月末日現在）

	
	法人等
	個人
	車両数
合計

	
	事業者数
	車両数
	1人1車制
	

	平成
	3年度
	161
	15,283
	5,025
	20,308

	
	21
	226(957)
	19,465
	4,061
	23,526

	
	22
	215(994)
	17,342
	3,912
	21,254

	
	23
	213(1,033)
	17,220
	3,768
	20,988

	
	24
	209(1,107)
	16,549
	3,747
	20,296

	資料：国土交通省近畿運輸局
(注1)平成3年度は、福祉タクシー、ハイヤー及び寝台自動車を含む。

(注2)平成23年度の法人の事業者数には、ハイヤー専業事業者2社を含む

(注3)平成23～24年度の法人の車両数には、福祉タクシー、ハイヤー及び寝台自動車を含む。
(注4)平成21～24年度の事業者数(　)内は、福祉･寝台限定の事業者を含む。


	大阪府内の法人タクシーの輸送実績

（単位：％、百万円、円）

	
	実働率
	実車率
	総営業収入
	1日1車当たり営業収入

	平成
	8年度
	85.2
	48.5
	202,490
	43,237

	
	21
	73.7
	40.8
	129,793
	26,256

	
	22
	75.6
	41.5
	125,319
	26,691

	
	23
	77.9
	42.0
	123,088
	27,586

	
	24
	76.4
	42.4
	120,667
	27,886

	資料：国土交通省近畿運輸局

（注）ハイヤーを除く一般タクシー。
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